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Although urgent needs for assisting people with dementia and their caregivers are uprising, few studies pay attention to 
organize the relationship assistive technologies and social system. As the first step toward to organizing the relationship, this 
article discussed about issues to develop and deploy assistive technologies for dementia care. 

 

1. はじめに 

本邦では高齢化が急速に進展し，人手や資金などのリソース

が不足している．そのような環境下でも，工学技術的支援を活

用することで，認知症者の望む生活の維持と介護者の負担軽

減の両方を実現できる可能性がある． 
一般に，障碍などの困難を抱えて生活する人々を支援する

技術のことは assistive technology（以降，AT と表記する）と呼ば

れる．英語論文を対象とした先行文献調査によれば認知症者

のための AT は，5 種類に大別できる[Sugihara 2013]．その内訳

は，スクリーニング，認知機能補助・リハビリ，モニタリング，情報

提供・遠隔介護支援，コミュニケーション支援・セラピーである．

その多くは研究段階であるため現場に普及してはいないが，実

用化レベルに至れば今後これらを利用する場面も増え，介護者

の負担も軽減されていくと考えられる． 
そこで問題となるのが，これらの AT をどのような形で現場に

持ち込むのが妥当であるかということである．これらの技術を利

用するに当たり制度面の整備がなされておらず，研究分野内で

の議論も十分ではない．国内では，介護者の取り巻かれた労働

環境について負担やストレスについての調査は多い（例えば

[Hare 88，Cohen 89，矢富 95，藤野 01, 佐藤 03，堀田 10]）．し

かし，情報機器の利用可能性と制度面について議論した研究

は，見当たらない．センサネットワークを利用した機器群につい

て倫理面から検討した研究もある [Bjorneby 04] が，本邦内での

議論は十分といえない．技術開発が盛んになる一方で，制度面

での議論が置き去りになれば，現場の支援が遅れてしまう．介

護者が愛情を発揮し続けられる，すなわち持続可能なケア実現

のためには技術および制度の両面からの検討が必要である． 
換言すれば，文脈依存的な作業が同時多発する介護におい

て，現場でリフレクションなどのコトづくりを進めるために，効果あ

るモノとなる支援システムを開発・導入することが，本邦では重

要な課題となりつつある．AI 分野では，支援システムの開発や

高齢者・介護職員の活動や認知機能について議論が重ねられ

ているものの，現場での利用を考える上では社会制度との関係

も重要となる． そこで本稿では，持続可能なケア実現に資する

ための課題を整理することを目的とした萌芽的検討を行う．  

2. 介護支援システムと現場の関係 

2.1 介護の難しさ 

介護の難しさは，対象となるタスクの意味と対処法がその場そ

の場でゆらぎを持つ文脈依存性にあるといえよう．あるときに通

用したことが，次の日には効果を発揮しない．特に，認知症を患

う利用者を対象とした場合，この問題が顕著になる．介護職員

が個人の尊厳と自立支援，およびその人らしさを支援する

person-centered care を実現しようとすると，介護を受けるその人

のことを知り，状況と要望を見極め，適切に対処することが求め

られる．しかし，人間のリソースは有限であり，何もかもをミス無く

実行することはできない． 
入所型の介護の場合 24 時間 365 日の生活すべてを預かる

ことが困難に拍車をかける．介護職員は，医療行為を除いた生

活の行為を行うことになる．主要な業務には，入浴解除，排泄

介助，食事介助，調理，洗濯，掃除，生活に関する相談・助言，

その他の日常生活の世話，健康状態の確認，緊急時の対応

[副田 08]があるとされる．また，これらの業務の中で利用者に関

わる事柄については，介護記録として残さなくてはならない．こ
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れらいくつかを同時並行で行いながら利用者の状態を適切に

把握して対応を取ることが求められる，高度な知的労働である．

しかし，人的リソース・財政的リソース不足とも相まって，人手の

みで高湿な介護サービスを実行することは困難になりつつある． 
介護には関与者が多いことも難しさの一因である． 副田は，

介護に関わる主要な関与者を，介護労働者，介護利用者，私

的介護の担い手としての家族，介護の研究者，介護事業者，介

護労働組合の 6 者であるとまとめた[副田 08]が，今後の社会の

動きを考えれば介護支援機器・支援システムの開発者を加える

事ができる．これらの複雑な関係者が絡み合いながら，日々の

介護は営まれる． 
 

図 1 介護職員の採用率・離職率の推移[介護労働 2013] 

2.2 介護をとりまく現状と介護支援システムの可能性 

急激な高齢化が進んでいる本邦において，介護に携わる

人々を支援すること重要であることは論をまたない．ケアマネジ

メントやケア技術の改善のみで，利用者の生活の質が向上でき

るのが望ましいが，人的リソース不足と介護職員の疲弊・離職を

考えればやはり工学的技術の出番は必要であろう．甲斐は老

年学の立場から，工学への期待を障碍の補償技術，障碍の予

防技術，生活の質の増進の 3 点を挙げている[甲斐 13]． 
介護の現場が抱える課題の中で，主要なものは前述のとおり

人的要因と財政的要因に分けられる．人的問題はいくつも視点

があるので本稿では語り尽くせないので，技術支援可能性の観

点から新人教育，パターン分析，知識共有，社会参加に絞って

議論する． 
図 1 に介護職員の採用率・離職率の推移を示した．介護労

働安定センターの調査によれば，2012 年度の訪問介護を除い

た介護職員離職率は 18.3%であり，その 74.5%が 3 年未満で離

職した[介護労働 2013]．2006 年からの推移を見ると，採用率お

よび離職率は下落傾向にあるものの，離職率に対して 3 年未満

で離職する職員の割合は約 75%をキープしており，高止まりが

続いている．このデータから，介護の現場は常に人の入れ替わ

りがあること，そのたびに現場教育が行われなくてはならないこ

とがわかる．教育に必要なのは，施設ごとの理念や介護方針，

手法について理解，利用者の理解である． 
さらに知識共有は口頭（電話等を含む）および紙面での伝達

に頼っているため，複数の介護職員にタイミングを見計らって適

切なタイミングで伝えることが難しい．現在現場で記録されてい

るものは，紙媒体が中心であり，閲覧性と検索性に難がある．そ

のため，蓄積された記録は容易に再利用できない． 
施設の中で十分なケアを受けても社会との接点が失われてし

まえば，利用者のニーズ[Kiwood 97]は満たせない． 一方で，

介護職員には余裕がなく，利用者が望むタイミングで付き添い

を行うことや外出許可を与えることは難しい． 
工学的技術はこれらの課題を解決しうる可能性を十分に持つ．

利用者の理解を試みようとすれば，認知症者の場合は内面世

界の推測が容易になる必要がある．また，利用者ごとに異なる

認知的，精神的，肉体的衰えの兆候を捉えなくてはならない．

そのために有効な手立てはデータの電子化である． データを

電子化し，マイニング技術等を組み入れることで利用者の行動

パターン分析や，それに基づく知識共有，教材開発が可能とな

る．また，これまでに開発されてきたコミュニケーション支援技術

の一部は社会参加のために利用可能と考える． 

2.3 介護をとりまく現状と介護支援システム普及の障壁 

技術開発が進められたとしても，現場にこれらの技術が導入

される可能性は高くない．それは，現場には財政的余裕がそれ

ほどないことと，技術導入に対するルールが不明確であることが

主因と考えられる． 
 

図 2 社会保障給付費および社会保障給付費に占める高齢者

関係給付費の割合の推移[国立社会保障 13] 
 
2.3.1 財政的課題 

介護は，介護保険によって支えらており，その中にこのような

工学的技術を適用したことに対する現場への手当はない．さら

に，元来介護保険が医療保険の抑制を狙って施行された側面

がある[神野 08]こと，社会保障給付費に占める高齢者関係給付

の割合が約 7 割[国立社会保障 13]であることを考慮すれば，今

後多額の財政支援が行われる可能性は低い． 
介護保険における介護報酬を引き上げるには，保険料，施

設等の利用料，公費負担も上げなくてはならなくなる．要介護

者はこれからも増え続けると予想され，持続的な給付を実現す

るには現行のやり方で介護報酬を増加させることは難しい． 
介護保険の基本的な考え方は，定められたことを厳密に実施

したかどうかを評価の中心としていることも，財政的支援が期待

できない理由である．必要な物資やサービスを現物で支給した

り，介護報酬給付のための点数の与え方を変更したりするなど，

抜本的な変更が求められる． 
 
2.3.1 開発・導入から生じうる課題 

これまで著者らは技術開発および導入に伴い，現場と開発

者の間で起きうる問題について議論してきた[Sugihara 2013]． 
分析結果から，短期的には，介護の質を維持するために技術

が利用されること，大規模なユーザニーズ調査が行われる必要

があること，プライバシー侵害に対する懸念を軽減すること，情

報技術に不慣れなユーザや身体活動に制限があるユーザのた
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めにアクセシブルなインタフェースが必要となることを挙げた．

中期的には，介護支援システムが実際に多くの介護施設に導

入を図られること，人権を侵害しない介護支援システム開発が

行われること，開発と導入のためのガイドラインが制定されること

が課題になる．長期的には，ガイドラインをベースにして介護支

援システム開発・導入のための法が制定されること，大規模デ

ータにもとづいてパターン分析を行うためのデータセンターが設

立されることが必要となる． 
しかし，これらの課題を現場の介護職員のみによって解決さ

れることは難しい．介護労働における介護支援システムの開発・

導入のためにルールが明確ではない．これらが制定されること

で，現場の人々が安心して技術を利用可能になる．また，これら

の課題を整理することで，障壁が低くなり，企業がビジネスとし

て製品・サービス開発に関与しやすくなると考えられる． 

3. おわりに 

本稿では，介護支援システム開発および実地導入のために

技術的・制度的課題の基礎的検討として，現在現場が抱えてい

る問題に対して工学的技術が貢献できる可能性と，そのために

解決される必要がある制度上の問題について議論した．このま

までは，いかに有効な技術支援が確立されようと，現場への普

及する見込みは低い．この状況を打開するためには，工学的技

術支援を用いて行うことが，利用者にとっても現場の介護職員

にとっても良い結果につながることを，データをもって示すことが

求められる．併せて，データが持つ意義を正当に解釈できるよう，

介護労働の研究者などと今より緊密な関係を気づいて共同研

究を行うことが必要となる． 
今後，質問紙調査等を実施するとともに，現場での参与観察

を行うなどして，技術上の課題と制度上の課題，およびそれらの

解決法について整理していく所存である． 
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